
東京都教育委員会における障害者活躍推進計画　取組事項一覧

第２　東京都教育委員会の障害者雇用の現状と目標

　　２　目標

　　 （１）採用に関する目標

・障害者雇用率2.6％（令和６年６月１日時点）
【第１期計画】

（令和６年６月１日時点）
障害者雇用率　　　1.９５％

―

・障害者雇用率2.7％（令和７年６月１日時点）
【第２期計画】

―
2.７%の目標に向けて、引き続き積極的に障害者を採
用する。

      （２）定着に関する目標

・採用後１年間の定着率89.7％以上
　（過去５年間の定着率の平均）
【第１期計画】

（令和２年４月から令和６年4月採用者）
92.8％

―

・採用後１年間の定着率95％以上
　（過去５年間の定着率の平均）
【第２期計画】

―
定着率95%以上を達成できるよう、定着に向けた取組
を推進していく。

      （３）職場満足度に関する目標

・80％以上
【第２期計画】

―
職場満足度80％以上を達成できるよう、各取組を推進
していく。

第３　障害者活躍に向けた取組

　　１　推進体制の整備

　　 （１）障害者雇用推進者の選任

・障害者の雇用の促進及び雇用の継続を図るために必要な
　措置等を講じる責任者として、教育庁総務部長を「障害
　者雇用推進者」に選任
【第１期計画・第２期計画共通】

教育庁総務部長を障害者雇用推進者として選任した。
引き続き、左記の者を障害者雇用推進者として選任す
る。

　　 （２）東京都教育委員会障害者活躍推進会議の設置

　　　　ア　会議の設置

・障害者活躍推進計画の作成及び実施状況の点検等の体制
　として、「東京都教育委員会障害者活躍推進会議」を設
　置
【第１期計画・第２期計画共通】

東京都教育委員会障害者活躍推進会議を設置し、障害
者雇用に関する情報共有や、計画に掲げた事項の進行
管理等を実施した。

引き続き、東京都教育委員会障害者活躍推進会議にお
いて、計画に掲げた事項の進行管理等を実施してい
く。

取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

　　　　イ　計画作成

・計画作成に当たっては、「推進会議」において内容を検
　討
【第1期計画・第２期計画共通】

「東京都教育委員会障害者活躍推進会議」において、
第２期計画内容を検討した。

―

　　　　ウ　計画実施状況の点検・見直し

・「推進会議」において、定期的に、計画に掲載した当該
　年度の取組についての報告・点検を実施
【第1期計画・第２期計画共通】

令和５年度の取組状況を令和６年度に公表するまでに
「推進会議」を１回開催し、計画に掲げた事項につい
て取組状況の報告・点検等を実施した。

定期的に「推進会議」を開催し、取組状況の報告・点
検等を実施していく。

・実施状況の点検結果等を踏まえ、必要に応じて、取組内
　容の見直しを実施
【第1期計画・第２期計画共通】

令和６年度については、当初計画に基づき、取組を実
施した。

進捗状況を踏まえつつ、また、状況の変化等があれ
ば、必要に応じて計画を柔軟に変更していく。

　　　　エ　次期計画の作成

・計画終了年度には、「推進会議」で次期計画内容を検討
【第1期計画・第２期計画共通】

「東京都教育委員会障害者活躍推進会議」において、
第２期計画内容を検討した。

―

　　２　職務環境の整備

　　 （１）施設等の整備（ハードの環境整備）

・障害特性に配慮した作業施設等を整備
【第1期計画・第２期計画共通】

・手すりの設置やスロープ、多目的トイレ等の整備に
　努めることで、障害特性に配慮した環境整備を推進
　した。
・視覚過敏に対応し、別室で業務を行える環境を整備
　した。
・床面の平坦化、一定幅の通路確保、休憩スペースを
　設置した。

引き続き、障害特性に配慮した施設の整備に努めてい
く。

・障害のある教職員の要望に応じて、障害特性に配慮した
　就労支援機器を活用
【第1期計画・第２期計画共通】

・障害のある教職員から要望があった職場では、拡大
　鏡や音声PC、縦型マウス、大型モニター、専用プリ
　ンタ、ネックスピーカーの導入など、教職員の要望
　に応じて、障害特性に配慮した就労支援機器を活用
　した。
・要望がない職場でも、要望があれば就労支援機器を
　活用できる体制を整備している。

引き続き、障害のある教職員の要望に応じて、障害特
性に配慮した就労支援機器を活用していく。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

・通勤等の移動の制限を緩和し雇用につなげるため、集約
　型オフィスの拡張や都内他地域の設置を検討
【第２期計画】

―
教育庁サポートオフィス（パレット）を同じ建物内で
移転、増床し、規模を拡張する。

　　 （２）相談体制の整備・人材育成等（ソフトの環境整備）

　　　　ア　相談体制等の整備

　　　　（ア）庁内相談体制

・職場において支障となっている事情等に関して、相談に
　応じ、適切に対応するため、各所属の管理職等による相
　談体制を整備
【第1期計画・第２期計画共通】

障害のある教職員の配属先においては、管理職等によ
る相談体制を整備し、障害のある教職員からの相談に
適切に対応した。
また障害のある会計年度任用職員に対しては、障害者
雇用支援員、障害者雇用指導員、障害者雇用インスト
ラクター、課長代理等による相談体制を整備し、適宜
指導を実施した。

引き続き、左記の取組を実施していく。

・「障害特性等に関するコミュニケーションシート」を活
　用し、職場における相談対応を充実
【第２期計画】

―

「障害特性等に関するコミュニケーションシート」を
周知し、自己申告等の際に相談できるようにするな
ど、所属長と職員の双方が正しく活用できるようにし
ていく。

・障害のある教職員の職業生活に関する相談及び指導を行
　う者として、「障害者職業生活相談員」を選任し、その
　活用を障害者や所属に周知
【第1期計画・第２期計画共通】

障害を有する職員の任用を担当する部署に障害者職業
生活相談員に選任した。

教職員の支援に向け、引き続き、障害者職業生活相談
員を選任していくとともに、障害者職業生活相談員の
活用について周知を行う。

・教育庁の精神保健相談事業や公立学校共済組合の健康相
　談事業を活用して、臨床心理士等から本人や職場が直接
　アドバイスを受けられる相談体制を整備
【第1期計画・第２期計画共通】

教育庁の精神保健相談事業や公立学校共済組合の健康
相談事業により、本人や職場からのメンタルヘルスに
関する相談を、適切に受け付けている。

引き続き、本人や職場の状況を踏まえたメンタルヘル
スに関する相談に適切に対応していく。
また、障害者雇用の取組において、会計年度任用職員
の障害者や支援職員向けのメンタルヘルス相談を実施
する。

・本人のプライバシーに配慮しながら、各職場において面
　談その他適切な方法を通じて配慮事項を把握し、必要な
　措置を実施
【第1期計画・第２期計画共通】

採用前に面談を行い、把握した配慮事項等を各所属と
共有するとともに、各所属においても、本人と面談等
を行うことで、配慮事項等を把握し、必要な措置を実
施した。

引き続き、面談等を行うことで、障害のある教職員本
人の配慮事項等を把握し、必要な措置を実施してい
く。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

　　　　（イ）関係機関との連携

・外部の関係機関（東京労働局や各地区の就労支援機関
　等）と連携し、障害者雇用に係る情報収集・情報共有を
　積極的に実施
【第1期計画・第２期計画共通】

東京労働局や就労支援機関と連携し、障害者雇用に係
る対応事例の共有などを積極的に行った。

引き続き、東京労働局や就労支援機関と連携してい
く。

　　　　イ　障害に対する職場理解の促進

・職場の同僚・上司に対する障害に関する理解促進・啓発
　のため、職場向けリーフレットや動画等を配信
【第２期計画】

―
令和６年度に作成したリーフレットや動画等を積極的
に活用する。

・障害のある会計年度任用職員が配置されている職場への
　専門的知見を有する支援職員による巡回支援を強化し、
　業務の切出しなど、障害特性に応じた適切な業務を支援
【第２期計画】

―
職場における適切な業務を支援できるよう、専門的知
見を有する支援職員による巡回支援を行う。

・「障害特性等に関するコミュニケーションシート」を活
　用し、障害のある教職員の意向に基づき、自らの障害特
　性や配慮事項等について所属長や同僚等と情報共有する
　場を設け、職場での障害に対する理解を促進
【第２期計画】

―

障害を有する職員が自らの障害特性や配慮事項等を正
しく伝えられるよう、コミュニケーションシートの記
載例を作成するとともに、情報共有する場を設けるこ
とについて周知していく。

・ｅラーニングを活用した障害者差別解消法等の研修を通
　して、不当な差別的取扱いの禁止や合理的配慮の提供義
　務について学ぶ機会を設けるなど、障害者雇用の理解を
　促進
【第1期計画・第２期計画共通】

障害者差別解消法や様々な人権に関するeラーニングを
実施し、障害者に対する理解促進を図った。

引き続き、eラーニング等の機会を通じて、障害者に対
する理解促進を図っていく。

・教育庁の精神保健相談事業や公立学校共済組合の健康相
　談事業を活用して、臨床心理士等から本人や職場が直接
　アドバイスを受けられる相談体制を整備し、適切に相談
　を受け付けるなどにより、職場定着及び障害のある教職
　員の理解を促進
【第1期計画・第２期計画共通】

教育庁の精神保健相談事業や公立学校共済組合の健康
相談事業により、本人や職場からのメンタルヘルスに
関する相談を、適切に受け付けている。

引き続き、本人や職場の状況を踏まえたメンタルヘル
スに関する相談に適切に対応していく。
また、障害者雇用の取組において、会計年度任用職員
の障害者や支援職員向けのメンタルヘルス相談を実施
する。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

・「障害者職業生活相談員資格認定講習会」や精神・発達
　障害しごとサポーター養成講座など、関係機関と連携し
　た研修・講習を実施又は受講し、障害特性や、障害ごと
　の配慮事項などを学ぶことで、障害への理解を深化
【第1期計画・第２期計画共通】

関係機関と連携し、「障害者職業生活相談員資格認定
講習会」や「精神・発達障害者しごとサポーター養成
講座」への参加を通じて、精神・発達障害の種類、特
性、共に働く上でのポイントなどを学び、障害者への
理解を深めた。

今後も関係機関と連携した研修等を通じて、障害者へ
の理解を深めていく。

・各職場での合理的配慮に係る取組を推進するため、総務
　局が作成する「合理的配慮の提供に関する事例集」を活
　用し、研修等で取り扱うことで、職場における執務環境
　や障害に対する理解を向上
【第1期計画・第２期計画共通】

総務局が作成する「合理的配慮の提供に関する事例
集」を活用し、各職場への情報共有を図った。

引き続き、「合理的配慮の提供に関する事例集」を活
用し、障害に対する職場理解を進めていく。

　　３　障害のある教職員の採用・育成等

　　 （１）障害のある教職員の採用に係る取組

　　　　ア　共通事項

・職員の募集・採用に当たっては、以下の取扱いを基本的
　には行わない。
　① 特定の障害を排除し、又は特定の障害に限定
　② 自力で通勤できることといった条件を設定
　③ 介助者なしで業務遂行が可能といった条件を設定
　④ 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中
　　 支援が受けられること」といった条件を設定
　⑤ 特定の就労支援機関からのみ受入れを実施
【第1期計画・第２期計画共通】

①～⑤までの取扱いを基本的に行わず、適切に職員の
募集・採用を行った。

引き続き、①～⑤までの取扱いを基本的に行わず、適
切に職員の募集・採用を行っていく。

　　　　イ　常勤職員の採用

・教員採用選考において、障害のある受験者が他の受験者
　と比べて不利にならないよう、障害に配慮した選考を実
　施
【第1期計画・第２期計画共通】

障害の種類や程度に応じて、点字や拡大文字の使用、
試験時間の延長、手話通訳の配置などの受験上の配慮
を行った。

引き続き、左記の取組を実施していく。

・東京都人事委員会が実施する常勤職員の障害者Ⅲ類選考
　による採用者の一部を、教育庁本庁、事業所及び学校に
　配属
【第1期計画・第２期計画共通】

障害者Ⅲ類採用選考合格者の一部を教育庁本庁、事業
所及び学校に配属した。

今後も障害者Ⅲ類選考による採用者の一部を、教育庁
本庁、事業所及び学校に配属していく。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

・教育庁サポートオフィス及びスクール・チャレンジド・
　プロジェクトにおいて採用された障害のある会計年度任
　用職員が常勤職員（業務職）にステップアップすること
　を可能とする雇用を引き続き実施し、障害者の雇用を促
　進
【第1期計画・第２期計画共通】

一定の勤務実績のある教育事務サポーター及びスクー
ル・チャレンジド・スタッフを対象に、常勤職員の採
用選考を実施し、令和６年度の選考では７名が合格し
た。
また、障害のある常勤職員（業務職）を、職務の希望
等を把握し、適性に応じて本庁各部に配置し、障害の
ある常勤職員の意欲やスキルの向上を図るとともに、
各部における事務職員の補助を担った。また、障害の
ある常勤職員が事務職員の補助を担うことで職場理解
を深めた。

障害のある会計年度任用職員が常勤職員（業務職）に
ステップアップすることを可能とする雇用を引き続き
実施する。
また、障害のある常勤職員（業務職）を、職務の希望
等を把握の上、適性に応じて本庁各部に配置し、障害
のある常勤職員の意欲やスキルの向上を図るととも
に、各部における事務職員の補助を担った。また、障
害のある常勤職員が事務職員の補助を担うことを通
じ、職場理解を深め障害者雇用を推進していく。

　　　　ウ　会計年度任用職員の採用

・障害種別を問わす、障害者を会計年度任用職員として受
　け入れ、それぞれのニーズに応じた業務経験を積む機会
　を提供することで、一般企業への就職を支援
（チャレンジ雇用）
【第1期計画・第２期計画共通】

常勤職員等が担っていた軽作業等を、チャレンジ雇用
において教育事務補助員として任用した知的障害者、
精神障害者及び身体障害者が担い、就労経験を積むこ
とで、一般企業への就職を支援した。

引き続き、チャレンジ雇用において、就労経験を積む
機会を提供し、一般企業への就職を支援していく。

・障害種別を問わず、一般就労の会計年度任用職員として
　雇用。また、教育庁サポートオフィスの増床やオフィス
　紹介映像を活用した採用PR活動により、更なる採用数
　の増加を目指し障害者雇用を一層促進
（教育庁サポートオフィス）
【第1期計画・第２期計画共通】

障害種別を問わず募集を行い、新たに40名を一般就労
の教育事務サポーターとして採用した。また、第一オ
フィスから第三オフィスまでを活用して事業を拡充す
るとともに、見学会を開催しPR用DVDの活用等によ
りPR活動を実施した。

教育庁サポートオフィスを増床するとともに、リ
ニューアルしたオフィス紹介映像を活用した採用PR活
動を行い、障害種別を問わず、障害者雇用を促進して
いく。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

・会計年度任用職員の採用選考について、受験者の希望に
　応じて、面接時における就労支援機関の職員等の同席を
　認めるなど、障害の特性に配慮した方法で実施
【第1期計画・第２期計画共通】

受験者の希望に応じ、面接時における就労支援機関の
職員等の同席を認めるなど、障害特性に配慮した採用
選考を実施した。

引き続き、受験者の希望等を踏まえ、障害の特性に配
慮した採用選考を実施していく。

・特別支援学校等からの実習生受入れを積極的に実施
【第1期計画・第２期計画共通】

令和６年度は、都内の特別支援学校等11校から延べ
18名の実習生を受け入れた。

引き続き、特別支援学校等からの積極的な受入れを実
施していく。

・東京都教育委員会ホームページ、動画等による情報発信
　を強化するとともに、採用拡大に向けた募集活動の強化
　と採用選考のプロセス等の改善を図り、都立学校や産業
　労働局（東京しごと財団）、東京労働局（ハローワー
　ク）等との連携を強化し、東京都教育委員会における障
　害者雇用の魅力を効果的かつ分かりやすく応募者や関係
　機関に発信。また、選考期間の短縮や職場体験・見学等
　の実施により、応募者の負担軽減や雇用のミスマッチ防
　止につながる採用選考の見直しを実施
【第２期計画】

―

ホームページ、動画等による情報発信を強化する。ま
た、関係機関との連携を強化し、応募者や関係機関へ
の発信を強化する。
また、募集活動を強化し、採用選考のプロセス改善を
図り、応募者の負担軽減や雇用のミスマッチ防止につ
ながるよう選考期間の見直しや職場体験・見学等を実
施する。

・採用の強化とあわせ、障害者が活躍する職場を広げ、障
　害者が担う業務を確保していくため、障害者雇用の活用
　による都立学校等での学校業務支援を促進
　具体的には、学校現場以外の別の拠点から、学校業務を
　支援するチームとして編制した障害のある会計年度任用
　職員が、必要なときに学校を巡回訪問して校内の清掃や
　教職員の事務補助を行うことや、別の拠点で学校から
　データ入力等の作業を請け負うことにより、教職員の負
　担軽減につながる障害者雇用の活用を今後検討し、実行
【第２期計画】

―

学校現場以外の別の拠点から、学校業務を支援する
チームとして編制した障害のある会計年度任用職員
が、必要なときに学校を巡回訪問して校内の清掃や教
職員の事務補助を行うことや、別の拠点で学校から
データ入力等の作業を請け負うことにより、教職員の
負担軽減につながる取組を検討し、実施する。

・障害者が能力を発揮し、安心して働くためには、障害者
　をサポートする人材の安定的な確保が重要であり、障害
　者雇用指導員・支援員、障害者雇用インストラクター等
　を積極的に採用
【第２期計画】

―
採用情報を積極的にPRし、障害者雇用指導員・支援
員、障害者雇用インストラクター等を積極的に採用す
る。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

　　 （２）キャリア形成に向けた取組

・職員がキャリア形成に関して幅広いイメージが持てるよ
　う、先輩管理監督職の経験やノウハウ等を紹介
【第1期計画・第２期計画共通】

職員が育児と仕事との両立等の経験を有する管理職等
に相談できる「キャリア・メンター制度」の充実を
図った。

キャリア・メンター制度の拡充等を通じ、職員のキャ
リア形成支援に向けた取組を実施していく。

・職層や経歴などの職員の成長段階に合わせ、知識やスキ
　ル等を習得するための研修を実施（実践力向上研修）
【第1期計画・第２期計画共通】

新任研修や監督職研修等を通じて、知識やスキル等を
習得するための研修を実施した。

引き続き、各人が求める知識等の習得ができるよう、
様々な研修を実施していく。

・自己啓発支援制度などを活用し、職員のビジネススキル
　の向上や資格の取得等を促進
【第1期計画・第２期計画共通】

職員の資格取得を支援するため、自己啓発支援制度を
設け、職員の知識及び能力の習得に努めた。

引き続き、自己啓発支援制度を活用し、職員に活用し
てもらうことで、資格の取得等を促進していく。

・障害のある教職員のロールモデルとなるよう、教育庁事
　務局や都立学校で働く障害のある教職員の活躍事例を、
　掲示板やメールマガジン等に掲載し、教職員や外部の関
　係機関等に紹介・周知
【第２期計画】

―
障害のある教職員の活躍事例を、様々な媒体を通じて
教職員や外部の関係機関等に紹介・周知する。

・定期的な面談等を通じて、職務に対する希望や体調など
　を把握し、障害者本人の意欲や能力、適性に応じた職務
　を選定
【第1期計画・第２期計画共通】

定期的な面談等を行うことで、障害のある教職員本人
の職務の希望、業務の状況、体調等を把握し、適性に
応じた職務の選定に努めた。

引き続き、左記の取組を行い、適性に応じた職務の選
定に努めていく。

・障害者就労分野などの専門家による研修や講演会等を行
　い、教職員のスキルアップや職場定着に繋がる取組を強
　化
【第２期計画】

―
外部の専門家と連携し、職員向けの研修や講演会等を
実施していく。
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取組事項
（実施状況点検対象事項）

令和６年度取組状況
【障害者活躍推進計画（第１期）】
（令和２年度から令和６年度まで）

令和７年度取組予定
【障害者活躍推進計画（第２期）】
（令和７年度から令和11年度まで）

　　 （３）柔軟な働き方に向けた取組

・職員の柔軟で多様な働き方を促進するため、以下の制度
　等の利用を推進
　① 時差勤務、フレックスタイム制
　② 短期間勤務を含めた勤務時間の多様化
　【第２期計画】
　③ テレワーク
　④ 年次有給休暇など各種休暇の取得
【第1期計画・第２期計画共通】

①時差勤務やフレックスタイム制等を活用したオフ
ピーク通勤については、交通機関の混雑による負担軽
減の観点からも積極的に推進している。

③職場の状況や業務内容、職員の選択によって出勤と
テレワークを柔軟に組み合わせた最適な働き方を目指
し、職員の意識改革を進めている。

④年次有給休暇について、取得目標を15日以上に設定
するとともに、20日間の完全取得に向けても取組を進
めている。また、所属長は、各職員の取得実績を適切
に把握するなど、確実な取得を促進している。

以下の取組により、本人の実情に応じた働き方を推進
していく。
①時間や場所を業務内容や目的に合わせて選択できる
働き方である「都庁版ABW」の推進に向け、時差勤務
やフレックスタイム制（週休３日含む）による働き方
改革を進めていく。
※ABW…Activity Based Working
②チャレンジ雇用職場で障害を有する職員が、勤務時
間を選択できるよう環境を整備
③時間や場所を業務内容や目的に合わせて選択できる
働き方である「都庁版ABW」の取組としてテレワーク
を推進するとともに、引き続き、職員の意識改革を進
めていく。
④引き続き、年次有給休暇等の取得促進に向けて、取
り組んでいく。

　　 （４）職務の選定・創出（障害のある会計年度任用職員）

・常勤職員等が担っていた各種庶務事務や軽作業等の一部
　を切り出すことにより、職務を拡充。特に教育庁サポー
　トオフィスにおいては、オフィスの増床を見据え、教育
　庁以外の各局からの業務もより一層受注
【第1期計画・第２期計画共通】

常勤職員等が担っていた各種庶務事務及び軽作業等の
一部を、教育事務補助員、スクール・チャレンジド・
スタッフ及び教育事務サポーターが実施した。

各所属と連携の上、引き続き各職場における業務切り
出しを推進していく。また、教育庁以外の各局からの
業務受注も強化する。

・定期的な面談等を通じて、職務に対する希望や体調など
　を把握し、障害者本人の意欲や能力、適性に応じた職務
　を選定（再掲）
【第1期計画・第２期計画共通】

定期的な面談等を行うことで、障害のある教職員本人
の職務の希望、業務の状況、体調等を把握し、適性に
応じた職務の選定に努めた。

引き続き、左記の取組を行い、適性に応じた職務の選
定に努めていく。

　　４　その他

　　 　 障害者優先調達の推進

・障害者が就労する施設等の仕事を確保し、その経営基盤
　を強化する観点等から、都が行う物品及び役務の調達に
　際し、障害者就労施設等からの調達を推進
【第1期計画・第２期計画共通】

令和６年度において、障害者就労支援施設等から物品
等を調達した実績は計238件

引き続き、障害者就労施設等への発注等を通じて、障
害者の活躍の場の拡大を推進していく。

・障害者雇用に一定の実績がある企業等に対し、総合評価
　方式における技術点を加算するなど、障害者の就業を促
　進するために必要な措置を実施
【第1期計画・第２期計画共通】

民間企業等における障害者の就業促進を図る目的か
ら、障害者の雇用を進めている企業に対する支援とし
て、総合評価方式を採用する際、技術点の加点を認め
ている。

引き続き、契約において総合評価方式を採用する場合
には、障害者の雇用を進めている企業に対して加点を
行い、障害者就労を行う民間企業等への支援の促進を
図っていく。
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